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貨物軽自動車運送事業の現況

3

• 宅配便取扱個数や事業用の貨物軽自動車の保有台数は、近年に大幅な増加を示しており、貨物軽自動車運送事業
者の国民生活における存在感が高まっています

１．はじめに

宅配便取扱実績の推移
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出所）国土交通省「宅配便等取扱個数の調査」 出所）（一財）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数」
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事故件数の推移
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• 事業用の貨物軽自動車の事故件数は、増加傾向にあります
• 保有台数当たりの事故件数は、事業用の貨物軽自動車「以外」は減少傾向にある一方で、事業用の貨物軽自動車は

ほぼ横ばいです

２．貨物軽自動車の
事故発生状況

事業用貨物自動車の事故件数、１万台当たり事故件数の推移

出所）（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」、（一財）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数」
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死亡・重傷事故件数の推移
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• 平成28年から令和５年にかけて、事業用貨物軽自動車以外の事業用貨物自動車の死亡・重傷事故件数は約２割
減少している一方、事業用貨物軽自動車の死亡・重傷事故件数は倍増しています

• 保有台数１万台当たりにおいても、事業用貨物軽自動車以外の事業用貨物自動車の死亡・重傷事故件数は約２割
減少している一方、事業用貨物軽自動車の死亡・重傷事故件数は約４割増加しています

２．貨物軽自動車の
事故発生状況

事業用貨物自動車の死亡・重傷事故件数、１万台当たり死亡・重傷事故件数の推移

（件） （件/1万台）

出所）（公財）交通事故総合分析センター「事業用自動車の交通事故統計」、（一財）自動車検査登録情報協会「自動車保有台数」

199 
251 256 282 302 

365 403 393 

1,318 1,328 1,279 
1,206 

991 
1,065 

959 
1,062 

9.07

11.21
10.80

11.10
11.41

12.66

13.37

12.53

13.94 13.85
13.17

12.23

9.91 10.61 9.54 10.61

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年

軽貨物 軽貨物以外 軽貨物（１万台当たり） 軽貨物以外（１万台当たり）

平成28年から約4割増加

平成28年から
倍増



１．はじめに（P.2~3）

２．貨物軽自動車の事故発生状況（P.4~6）

３．講じなければいけない主な安全対策（P.7~24）

４．国土交通省の取組（P.25~29）

7



主な安全対策
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• 令和６年に法令が改正され、令和７年４月から安全対策が強化されます
• 貨物軽自動車運送事業者は、一人で事業を行っている場合でも、自ら安全対策を実施する必要があります

３．講じなければ
いけない安全対策

※各種の記録・保存は、パソコンやスマートフォンにて実施可能です。

所
定
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
実
施

法令で定められている事項 概要 実施タイミング

貨物軽自動車安全管理者の
講習受講

⚫貨物軽自動車安全管理者は選任前に加えて、選任後も2年ごとに受講しなければいけません

―

貨物軽自動車安全管理者の
選任・届出

⚫営業所ごとに選任し、選任時には法令で定められた事項について、運輸支局等を通じて国土交通大臣に届出しなけれ
ばいけません

初任運転者等への指導及び
適性診断の受診

⚫法令で定められた初任運転者等の特定の運転者に対して、特別な指導をしなければ、また、適性診断を受診させなけ
ればいけません

健康状態の把握 ⚫運転者に対して、１年に１回健康診断を受診させ、受診結果を事業者に提出させなければいけません

運転者に対する指導及び
監督

⚫運転者に対して、運行の安全確保のために必要な運転の技術や関係法令の遵守事項の指導・監督を毎年実施しなけ
ればいけません

点呼 ⚫運転者に対して、乗務の前後に必要事項を確認し、運行の安全を確保するために必要な指示をしなければいけません

運転者の勤務時間の遵守 ⚫運転者の勤務時間は、法令で定められた時間の範囲内に収めなければいけません

異常気象時における措置
⚫台風接近時に必要に応じて運行を中止したり、雪道では冬用タイヤを装着するといった、輸送の安全を確保するための
措置を講じなければいけません

業務の記録 ⚫法令で定められた項目について記録を作成し、1年間保存しなければいけません

過積載の防止 ⚫過積載による運送を前提とする運行計画の作成や運送の引き受け、指示をしてはいけません

貨物の適正な積載
⚫貨物の重さが、前後や左右で偏らないようにしなければいけません
⚫荷崩れして貨物が落下しないよう、ロープやシートを掛けなければいけません

事故の記録 ⚫事故が発生した場合、その概要や原因、再発防止対策等を記録し、3年間保存しなければいけません

国土交通大臣への事故報告 ⚫死傷者を生じた事故等について、運輸支局等を通じて国土交通大臣へ報告しなければいけません
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貨物軽自動車安全管理者の講習受講
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• 貨物軽自動車安全管理者に選任しようとしている者に貨物軽自動車安全管理者講習を受講させ、貨物軽自動車安全
管理者に選任後も２年ごとに貨物軽自動車安全管理者定期講習を受講させなければいけません

３．講じなければ
いけない安全対策

登録機関の
詳細はこちら

講習の概要

バイク便を除く NEW

貨物軽自動車安全管理者講習 貨物軽自動車安全管理者定期講習

受講タイミング 選任にあたって受講 選任後２年ごと

講習の目的
運行の安全の確保に関する業務を行うに当たり必要
な事項に関する知識を習得

運行の安全の確保に関する業務を行うに当たり必要
な事項に関する最新の知識を習得

所要時間 合計５時間以上 合計２時間以上

講習項目

①自動車運送事業、
道路交通等に関する
法令

• 貨物自動車運送事業法、安全規則
• 道路運送車両法
• 自動車点検基準
• 自動車事故報告規則

• 道路交通法
• 労働基準法
• その他関連する政令、省令、告示及び通達

②運行管理の業務に
関すること

• 貨物軽自動車安全管理者制度の趣旨及び内容
並びに安全規則に基づく運行管理の実務

• 最新の情報に基づく運行管理の実務

③自動車事故防止に
関すること

• 飲酒運転防止、労務管理、健康管理等に関する
基礎知識

• 事故事例に基づく事故防止対策

④修了試問及び補習 • 講習の効果を判断するための修了試問及び所定の能力を有すると認められなかったものに対する補習

受講可能場所
国土交通省が登録した講習機関（講習機関の一覧は、本ページ右下の２次元コードをご確認ください）
※eラーニングによる講習の実施も認めています

受講費用 各講習機関ごとに設定（詳細は各講習機関にお問合せください）

受講可能時期
各講習機関が準備でき次第
（11月から講習機関の登録の受付を開始しています）

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000173.html


貨物軽自動車安全管理者の選任
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• 貨物軽自動車運送事業者は、営業所ごとに貨物軽自動車安全管理者を選任しなければいけません

３．講じなければ
いけない安全対策

バイク便を除く NEW

貨物軽自動車安全管理者の選任に関する概要

貨物軽自動車運送事業の経営届出 貨物軽自動車安全管理者の選任 貨物軽自動車安全管理者の届出

※：令和7年3月末までに貨物軽自動車運送事業の経営届出を行った事業者は、令和9年3月までに選任
令和7年4月以降に貨物軽自動車運送事業の経営届出を行った事業者は、速やかに選任

選任人数
各営業所に１人
（同一人物の複数営業所での選任は禁止）

貨物軽自動車安全管理者
に選任可能な人物の要件

① 貨物軽自動車安全管理者講習を選任の日前 2 年以内に修了した者
② 貨物軽自動車安全管理者講習を修了し、かつ、貨物軽自動車安全管理者定期講習を選任の日前 2 年以内に修

了した者
③ 貨物軽自動車運送事業者が一般貨物自動車運送事業又は特定貨物自動車運送事業を経営している場合に、運

行管理者として選任されている者

選任※タイミング 貨物軽自動車運送事業の経営届出を行った後、速やかに選任

貨物軽自動車安全管理者
の業務内容

① 休憩・睡眠施設の管理
② 乗務割の作成
③ 酒気を帯びた運転者を運行の業務に従事させない

こと
④ 健康状態の影響で安全な運行ができなさそうな運

転者を運行の業務に従事させないこと
⑤ 運転者に対する指導・監督、その内容等の記録
⑥ 運転者への点呼の実施・記録、アルコール検知器

の常時有効な保持

⑦ 運転者に業務の記録をさせること、その記録の保存
⑧ 事故の記録・保存
⑨ 貨物軽自動車運転者等台帳の作成、当該台帳の営業所

での保管
⑩ 初任運転者等に対する特別な指導、その内容等の記録
⑪ 運転者に適性診断を受診させること
⑫ 異常気象時における必要な措置
⑬ 国土交通大臣等からの通知に基づき、運行の安全の確保

について、運転者に対する指導・監督



貨物軽自動車安全管理者の届出
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• 貨物軽自動車運送事業者は、貨物軽自動車安全管理者の選任時には、遅滞なく運輸支局等に届出しなければいけま
せん

３．講じなければ
いけない安全対策

届出書の
様式はこちら

バイク便を除く NEW

貨物軽自動車安全管理者の届出の概要

貨物軽自動車運送事業の経営届出 貨物軽自動車安全管理者の選任 貨物軽自動車安全管理者の届出

届出が必要な項目

① 貨物軽自動車運送事業者の氏名又は名称及び住所（法人の場
合は代表者の氏名も必要）

② 貨物軽自動車安全管理者の氏名及び生年月日
③ 選任の場合は、安全管理者がその業務を行う営業所の名称及び所

在地並びにその者の兼職の有無
④ 解任の場合は、その理由

届出の様式
様式の例を国土交通省ホームページに掲載
※管轄する運輸支局等から様式の指定があった場合は、その指示に従っ
てください

届出の様式に添付す
る書類

貨物軽自動車安全管理者講習修了証明書の写し
※選任した者が「貨物軽自動車安全管理者講習を修了し、かつ、貨物軽
自動車安全管理者定期講習を選任の日前 2 年以内に修了した者」に
該当する場合は、貨物軽自動車安全管理者定期講習修了証明書の写
しも添付

届出先
管轄する運輸支局等
（運輸支局、運輸監理部、陸運事務所）

届出のタイミング 貨物軽自動車安全管理者の選任後、遅滞なく届出

届出の方法 郵送や対面（令和7年度中の電子的な届出の実現に向け準備中）

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html#kanrisya


初任運転者等への指導
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• 貨物軽自動車運送事業者は、特定の運転者に対して、交通事故の未然防止を図るための指導等を実施しなければい
けません

• 実施すべき内容の理解にあたっては、民間の研修機関等、外部の専門的機関の活用も有効です

３．講じなければ
いけない安全対策

特別な指導の
詳細はこちら

バイク便を除く NEW

特別な指導を実施する対象と、その指導の目的

指導する内容（実施した場合は、貨物軽自動車運転者等台帳に記録して保存）

※１：乗務前 3 年以内に貨物軽自動車安全管理者講習を受講した場合は、特別な指導を受けたものとみなすことができる
※２：当該事故を引き起こした後に貨物軽自動車安全管理者講習を受講した場合は、特別な指導を実施したものとみなすことができる

指導の対象 指導の目的

初任運転者
• 過去に一度も特別な指導を受け
ていない者

事業用自動車の運行の安全を確保するために必要な運転に関する技能及び知識を十分に
取得していない初任運転者に交通事故の未然防止を図るため

高齢者 • 65歳以上の者 加齢に伴い身体機能が変化しつつある高齢運転者について交通事故の未然防止を図るため

事故惹起者

• 死亡又は重傷事故を起こした者
• 軽傷事故を起こし、かつ、当該事
故前の 3 年間に事故を起こした
ことがある者

交通事故を引き起こした事業用自動車の運転者についてその再発防止を図るため

指導の対象 指導する内容 指導時間 記録・保存方法

初任運転者※１
① 貨物自動車運送事業法その他法令に基づき運転者が遵守すべき事項
② 事業用自動車の運行の安全を確保するために必要な運転に関する事項
③ 安全運転の実技（添乗指導）

• ①と②で合計５時間
以上

• ③は可能な限り実施

書面または電磁的
方法

高齢者
• 適性診断の結果を踏まえ、個々の運転者の加齢に伴う身体機能の変化の
程度に応じた安全な運転方法等について、運転者自らが考えるよう指導

事故惹起者※２

① 事業用自動車の運行の安全の確保に関する法令等
② 交通事故の事例の分析に基づく再発防止対策
③ 交通事故に係る運転者の生理的及び心理的要因と対処法
④ 事故防止のために留意すべき事項
⑤ 危険の予測及び回避
⑥ 安全運転の実技（添乗指導）

• ①～⑤で合計５時間
以上

• ⑥は可能な限り実施

令和7年3月末までに貨物軽自動車運送事業経営届出を行った事業者（既存事業者）は、令和10年3月までに実施 （詳細は次ページ）
令和7年4月以降に貨物軽自動車運送事業経営届出を行った事業者には、猶予期間はありません 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html#shidou


初任運転者等への指導【既存事業者の実施するタイミング】

13
３．講じなければ

いけない安全対策

バイク便を除く NEW



初任運転者等の適性診断の受診

14

• 適性診断は運転者の運転のクセや傾向を確認するものであり、指摘が多い場合であっても運転業務を行っていけないとい
うものではありません

• 適性診断の結果の確認を通じ、運転者自身の傾向や運転時に注意すべきことなどを正しく理解させてください

３．講じなければ
いけない安全対策

バイク便を除く NEW

各適性診断の概要（受診した場合は、貨物軽自動車運転者等台帳に記録して保存）

受診対象 適性診断の内容 記録・保存方法

初任運転者

• 所属する貨物軽自動車運送
事業者の運転者として初めて
乗務する者

• 過去に一度も適性診断を受診
していない者

• 診断の結果を基にプロドライバーとしての自覚、事故の未然防止のた
めの運転行動等及び安全運転のための留意点等について助言・指導
を行うもの

書面または電磁的
方法

高齢者 • 65歳以上の者
• 診断の結果を基に、加齢による身体機能の変化の運転行動への影響
を認識してもらい、事故の未然防止のための身体機能の変化に応じた
運転行動について助言・指導を行うもの

事故惹起者

• 死亡又は重傷事故を起こし、
かつ、当該事故前の 1 年間に
事故を起こしたことがない者

• 軽傷事故を起こし、かつ、当該
事故前の 3 年間に事故を起
こしたことがある者

• 交通事故を引き起こすに至った状況等について聞き取りを行い、運転経
歴等を参考に、交通事故の再発防止に必要な運転行動等についての
助言・指導を行うもの

• 死亡又は重傷事故を起こし、
かつ、当該事故前の 1 年間に
事故を起こした者

• 受診者の運転性向の基本要因に係る諸特性を明らかにするとともに、交
通事故を引き起こすに至った運転特性及びその背景となった要因などを
参考に、交通事故の再発防止に必要な運転行動等について助言・指
導を行うもの

受診可能場所
国土交通省の認定を受けた機関
（診断実施機関の一覧は、本ページ右下の２次元コードをご確認ください）

受診費用 各診断実施機関ごとに設定（詳細は各診断実施機関にお問合せください）

受診に関する情報

適性診断機関の
詳細はこちら

令和7年3月末までに貨物軽自動車運送事業経営届出を行った既存事業者は、令和10年3月までに受診をさせる（詳細は次ページ）
令和7年4月以降に貨物軽自動車運送事業経営届出を行った事業者には、猶予期間はありません 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/instruction.html#ichiran


初任運転者等の適性診断の受診【既存事業者の受診するタイミング】

15
３．講じなければ

いけない安全対策

バイク便を除く NEW



健康状態の把握

16

• 貨物軽自動車運送事業者は、運転者に対し、１年に１回健康診断を受診させなければいけません

３．講じなければ
いけない安全対策

心身の
健康

身体面の
健康

精神面の
健康

健康の種類 なぜ重要か？

• 単独での判断、連続作業、即座の対応
が必要であるため、健康状態を保持する
ことが必要不可欠

• 精神的な悩みなどから大きなストレスが
生じ、運転に集中できず、漫然運転と
なって交通事故を引き起こしかねない

実施すべきこと

• 病気の兆候があった場合は、早めに医師
の診断を受けること

• 健康診断で注意事項が指摘された場合
に、適切な治療を行って、健康な状態に
戻していくこと

※労働安全衛生法に基づき、健康診断を
受診

• 余暇は心身の休養をするようにし、リフレッ
シュして運行にのぞめるように心がけること

※厚生労働省は、職場のメンタルサポートサ
イトを立ち上げている



運転者に対する指導及び監督

17

• 運転者に対して、運行の安全確保のために必要な運転の技術や関係法令の遵守事項の指導・監督を毎年実施しなけ
ればいけません

３．講じなければ
いけない安全対策

指導監督マニュアル
はこちら

指導及び監督の概要

※一人で事業を行っている場合は、指導監督マニュアルを理解することをはじめとして、自ら必要な知識を習得する必要があります。

実施タイミング
• 毎年実施が必要
• 月ごとに実施する等、複数回に分けて実施しても問題ありません

実施が必要な事項

① 事業用自動車を運転する場合の心構え
② 事業用自動車の運行の安全を確保するために遵守すべき基本的事項
③ 事業用自動車の構造上の特性
④ 貨物の正しい積載方法
⑤ 過積載の危険性
⑥ 危険物を運搬する場合に留意すべき事項
⑦ 適切な運行の経路及び当該経路における道路及び交通の状況
⑧ 危険の予測及び回避並びに緊急時における対応方法
⑨ 運転者の運転適性に応じた安全運転
⑩ 交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因並びにこれらへの対処方法
⑪ 健康管理の重要性
⑫ 安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車の適切な運転方法

記録する内容
• 実施した日時と場所
• 実施内容
• 実施した者と受けた者

記録・保存方法
保存期間

書面または電磁的方法により、３年間保存
（使用した教材等における章・項目名などを具体的に記録するとともに、使用した資料の写し等を添付）

実施方法
国土交通省が公表する予定の、具体的な指導及び監督の実施方法についてまとめられた指導監督マニュアル等を用いて、事
業者が運転者に対して実施して下さい。外部の専門的機関を利用することも有効です。

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html#manual


点呼

18

• 運転者に対して、運行業務の前後に報告を求め、確認を行い、運行の安全を確保するために必要な指示を与えなければ
いけません

• 運行業務の前に、運転者や事業用自動車に何らか問題が確認された場合は、運行してはいけません

３．講じなければ
いけない安全対策

※一人で事業を行っている場合は、自ら確認を行ってください。加えて、ご家族と同居している場合には、
自身の体調を客観的に見てもらうことも有効です。

業務前点呼 業務後点呼

実施する者※ 貨物軽自動車安全管理者（令和９年３月末までは、事業者内の者が実施することが可能）

実施タイミング 運転者が運行の業務に従事しようとするとき 運転者が運行の業務を終了したとき

実施場所・実施方法 営業所または車庫で対面（宿泊を伴う運行等により、遠隔地で業務を開始または終了する場合等は電話等）

確認事項
と
その方法

①酒気帯びの有無
• アルコール検知器*を用いて、酒気帯びの有無を確認するとともに、運転者の状態を目視で確認
*呼気中のアルコールを検知し、その有無又はその濃度を警告音、数値等により示す機能を有する検知器

②疾病・疲労・睡眠不
足等により安全な運
転をすることができな
いおそれの有無

• 体温や血圧、顔色、呼気の臭い、声の調子等の情報に
よって、確認

―

③車両の日常点検の
実施又はその確認

• 走行距離や運行時の状態等から判断した適切な時期
に、エンジンルーム内、ライト、タイヤ、運転席周りについて、
目視等により確認

―

④業務に係る車両、道
路及び運行の状況

― • 気になる点がなかったかを確認

記録項目

① 点呼執行者名
② 運転者の氏名
③ 運転者が従事した運行の業

務に係る事業用自動車の、
車両番号（ナンバープレー
ト等）

④ 点呼日時
⑤ 点呼方法（検知器の使用

有無、対面以外の方法）

⑥ 運転者の酒気帯
びの有無

⑦ 運転者の疾病、疲
労、睡眠不足等の
状況

⑧ 日常点検の状況
⑨ 指示事項
⑩ その他必要な事項

① 点呼執行者名
② 運転者の氏名
③ 運転者が従事した運行の業

務に係る事業用自動車の、車
両番号（ナンバープレート
等）

④ 点呼日時
⑤ 点呼方法（検知器の使用有

無、対面以外の方法）

⑥ 自動車、道路及
び運行の状況

⑦ 交替運転者に対
する通告

⑧ 運転者の酒気帯
びの有無

⑨ その他必要な事
項

記録・保存方法、保存期間 書面または電磁的方法により、１年間保存
日常点検表の
例はこちら

点呼記録簿の
例はこちら

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha/tenkenseibi/images/t_checklist.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000162.html


運転者の勤務時間の遵守

19

• 安全な運行のためには、定められた勤務時間の基準を遵守し、運転者が休憩や休息を十分にとることが必要です
• 基準の詳細は、厚生労働省のホームページに掲載されています

３．講じなければ
いけない安全対策

改善基準告示の
詳細はこちら

※一人で事業を行っている場合は、自ら上記時間の範囲において勤務時間を設定し、遵守する必要があります。

勤務時間に関する基準の概要

遵守方法※
• 拘束時間、休息期間、合計運転時間については、運行の計画を立てる際に業務記録等を参照し、基準
を超えた勤務時間となっていないかを確認

• 連続運転時間については、運行の計画を立てる際にあらかじめ休憩をとる時間を設定

基準内容

①１年、１か月の拘束時間 １年に 3,300 時間以内、１か月に 284 時間以内

②１日の拘束時間
13時間以内
（上限15時間、14時間超は週２回までが目安）

③１日の休息期間 継続11時間以上与えるよう努めることを基本とし、９時間を下回らない

④合計運転時間 ２日平均１日で９時間以内、２週平均１週で44時間以内

⑤連続運転時間
４時間以内
（運転の中断時には、原則として休憩が必要であり、１回おおむね連続10分以上、合計30分以上の休憩
が必要）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyosyu/roudoujouken05/index.html


異常気象時における措置

20

• 異常気象等の理由により輸送の安全の確保に支障が生じるおそれがあるときは、輸送の安全を確保するための措置を講じ
なければいけません

３．講じなければ
いけない安全対策

実施する措置等の概要

対象となる異常気象等

異常気象

• 大雨、大雪、暴風等

道路障害

• 土砂崩壊、路肩軟弱等

措置の具体例 • 暴風警報等の伝達、避難箇所の指定、運行の中止等の指示

措置するタイミング
• 異常気象等が発生した時や発生する恐れが判明した時

※点呼時など運行開始前に実施する必要がある場合もあれば、運行中に実施する必要がある場合もあります

留意点
• 業務を開始する前の、その日の道路交通情報や天候の確認が有効

• 業務に大きく影響が出る場合は、無理をしないことが重要



業務の記録

21

• 貨物軽自動車運送事業者は、業務の日時や開始・終了・経過地点、休憩などを運転者毎に記録して保存しなければい
けません

• 一般的に、「日報」と呼ばれることもあります

３．講じなければ
いけない安全対策

業務の記録の概要

バイク便を除く NEW

記録タイミング
業務が終了するごとに作成するように努める
※休憩時間や集貨時間等は、その都度記載することで、業務の実態を正しく記録することが可能であるため

記録する項目

全ての運行で記録が必要な項目

• 運転者の氏名

• 運転者が従事した運行の業務に係る事業用自動車の、車両番号（ナンバープレート等）

• 業務の開始及び終了の地点、日時、主な経過地点、業務に従事した距離

• 業務を交替した場合、その地点及び日時

• 休憩または睡眠をした場合、その地点及び日時

集貨地点等（荷主都合により集貨又は配達を行った地点）で30分以上待機した場合

• 集貨地点等

• 集貨地点等への到着日時（荷主から指定された場合）

• 集貨地点等に到着した日時

• 集貨地点等における荷役作業（積込みまたは取卸し）の開始・終了日時

• 集貨地点等で附帯業務（貨物の荷造り・仕分けその他の貨物自動車運送事業に附帯する業務）を行った場合はその開始・終了日時

• 集貨地点等からの出発日時

荷役作業等（荷役作業又は附帯業務）を実施した場合（契約書に明記されている場合は、１時間以上である場合）

• 集貨地点等

• 荷役作業等の開始・終了日時、荷役作業等の内容

• 集貨地点等・日時・内容について荷主の確認を得られたか否か

人身事故、物損事故、国土交通大臣への提出が必要な事故または著しい運行の遅延その他の異常な状態が発生した場合

• その概要及び要因

記録・保存方法、
保存期間

書面または電磁的方法により、１年間保存

業務記録の
様式例はこちら

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html#gyoumukiroku


過積載の防止、貨物の適正な積載

22

• 過積載を前提とした運行計画の作成や、運送の引き受けはしてはいけません
• 貨物の積載時は、貨物の重さが前後や左右で偏らないようにましょう
• 荷崩れして貨物が落下しないよう、ロープやシートを掛けましょう

３．講じなければ
いけない安全対策

適切な積載と不適切な積載の例

過積載状態の場合、走行状態に悪影響を及ぼすため、危険です

過積載のイメージ



事故の記録

23

• 貨物軽自動車運送事業者は、事故（物損事故含む）が発生した場合、事故の概要や再発防止策等を記録し、当該
車両の運行を管理する営業所において保存しないといけません

３．講じなければ
いけない安全対策

事故記録の
様式例はこちら

事故の記録の概要

NEW

記録する項目

① 運転者の氏名

② 事業用自動車の車両番号

③ 事故の発生日時

④ 事故の発生場所

⑤ 事故の当事者（運転者を除く。）の氏名

⑥ 事故の概要（損害の程度を含む。）

⑦ 事故の原因

⑧ 再発防止対策

記録・保存方法、
保存期間

書面または電磁的方法により、３年間保存

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html#jikokiroku


国土交通大臣への事故報告

24

• 貨物軽自動車運送事業者は、死傷者を生じた事故等が発生した場合、30日以内に国土交通大臣に報告しなければ
いけません

• そのうち、一部の重大な事故については、24時間以内にできるだけ速やかに運輸支局等に速報しなければいけません

NEW

事故報告の概要

３．講じなければ
いけない安全対策

通常の事故報告 事故の速報

報告期限 事故があった日から30日以内 事故発生から24時間以内においてできるだけ速やかに

報告内容 所定の様式により、事故の概要や再発防止策等 事故の概要

報告先 管轄する運輸支局等（運輸支局、運輸監理部、陸運事務所）

報告方法 郵送や対面（令和7年度中の電子的な届出の実現に向け準備中） 電話等

対象となる主な
事故

• 自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は鉄道車両と衝突し、
若しくは接触したもの

• 自動車に積載された軽油や火薬等の全部若しくは一部が飛散し、
又は漏えいしたもの

（自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は鉄道車両、自動車その他の物件と衝突
し、若しくは接触したことにより生じたものに限る。）• 自動車に積載された軽油や火薬等の全部若しくは一部が飛散し、

又は漏えいしたもの

• 死者又は重傷者を生じたもの
• ２人以上の死者を生じたもの
• ５人以上の重傷者を生じたもの

• 10人以上の負傷者を生じたもの • 10人以上の負傷者を生じたもの

• 酒気帯び運転、無免許運転又は麻薬等運転を伴うもの • 酒気帯び運転を伴うもの

• 運転者又は特定自動運行保安員の疾病により、事業用自動車の
運行を継続することができなくなったもの

• 脳疾患、心臓疾患及び意識喪失に起因すると思われるもの

• 10台以上の自動車の衝突又は接触を生じたもの ―

• 救護義務違反があったもの ―

• 自動車の装置の故障により、自動車が運行できなくなったもの ―

• 自動車事故の発生の防止を図るために国土交通大臣が特に必要
と認めて報告を指示したもの

―
事故報告の様式、

報告すべき事故の内容
はこちら

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html#jikohoukoku


１．はじめに（P.2~3）

２．貨物軽自動車の事故発生状況（P.4~6）

３．講じなければいけない主な安全対策（P.7~24）

４．国土交通省の取組（P.25~29）
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情報をまとめたウェブサイトの設置

26

• 国交省のホームページ内に、貨物軽自動車運送事業者が実施する安全対策の改正内容についてまとめたウェブサイトを
設置しています

４．国土交通省
の取組

ウェブサイト
はこちら

• 解説リーフレット

• 解説動画

• よくある質問とその回答集

• 問い合わせ窓口

• 関係法令

掲載している主な内容

全国の貨物軽自動車運送事業者に対して、
本取組に関係する内容を記載したはがきを、
来年１月中を目処に送付することを予定して
います

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000172.html


安全対策の内容の解説コンテンツ（リーフレットや動画の作成）

27

• 貨物軽自動車運送事業者が実施する安全対策について解説したリーフレットや動画を作成し、国土交通省ホームページ
に公表しています

４．国土交通省
の取組

解説リーフレット 解説動画

安全対策の実施内容を４ページにまとめたリーフレット 安全対策の実施手順・方法のイメージをまとめた動画
（1分30秒程度の概要版、12分20秒程度の詳細版の２種類）



安全対策に関する疑問解消（質問回答集や問い合わせ窓口の設置）

28

• 貨物軽自動車運送事業者が実施する安全対策について、 その内容について解説した質問回答集を作成し、国土交通
省ホームページに公表しています

• また、貨物軽自動車運送事業者からの問い合わせが可能な窓口を令和６年10月から開設しています

４．国土交通省
の取組

質問回答集 問い合わせ窓口

安全対策に関して想定される質問とその回答を、約100問公開

連絡先（メール） info@kamotsu-k.co.jp

連絡先（電話）

050-3666-8021

※混み合う場合があるため、極力
メールでお問合せください

対応時間帯 平日9：00～17：00

対応期間
令和７年３月31日まで

※来年度も設置予定



悪質な荷主・元請事業者への監視・指導の強化（トラック・物流Gメン）

29

• 令和５年７月に「トラックGメン」を設置し、令和６年11月に「トラック・物流Ｇメン」に改組のうえ、トラック協会が設けるＧ
メン調査員も含め総勢360名規模で対応

• 悪質な荷主・元請け事業者を監視し、関係省庁と連携して「働きかけ」「要請」「勧告・公表」を実施しています

４．国土交通省
の取組

業務フローのイメージ 活動実績（令和６年９月末時点）

働きかけ

914件

• 荷主：611件

• 元請：281件

• その他：22件

要請

175件

• 荷主：89件

• 元請：81件

• その他：5件

勧告

2件

• 荷主：１件

• 元請：１件

荷主

トラック担当Ｇメン 倉庫担当Ｇメン 連携

「トラック・物流Gメン」

是正指導を強力に実施

倉庫業者トラック事業者

Ｇメン調査員

荷主の行為を
情報収集

業界団体

荷主の行為を
情報収集

※国土交通省では、悪質な荷主等に関する通報窓口（目安箱）を設置し、契約にない附帯業務の強要などの違反原因行為を行って
いるおそれのある荷主情報を積極的に収集しています。日々の運送業務の中で、お困りのことがありましたら、目安箱より情報をお寄せく
ださい。いただいたご意見等は、荷主への法に基づく対応の検討にあたり、活用いたします。

目安箱
はこちら

https://www.mlit.go.jp/jidosha/yusou-jittai/index.html
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